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防衛庁訓令第５０号

俸給の訂正に関する訓令を次のように定める。

昭和３６年８月２８日

防衛庁長官 藤 枝 泉 介

俸給の訂正に関する訓令

改正 昭和３８年 ４月２５日防衛庁訓令第１８号

同 ４０年 ２月２６日同 第 ９号

同 ６０年１２月２１日同 第４２号

平成 ２年１０月 １日同 第３８号

同 ４年 ４月１７日同 第３８号

同 ６年 ８月２５日同 第４４号

同 １８年 ３月３１日同 第６３号

同 １９年 １月 ５日同 第 １号

同 １９年 ８月３０日防衛省訓令第1 4 5号

防衛省の職員（一般職に属する職員を除く。）の俸給の決定に誤りがある場合において、当該職１

員の任免権者がこれを訂正しようとするときは、その訂正を将来に向かつて行うことができる。

（昭３８庁訓１８・昭４０庁訓９・昭６０庁訓４２・平２庁訓３８・平６庁訓４４・平１８庁訓６３・平１９庁訓１・平１９省

訓１４５・一部改正）

前項の規定により俸給の訂正を行なうに当たつては、別に定めるところにより、あらかじめ防衛２

大臣又はその指定する者の承認を受けなければならない。

（昭４０庁訓９・追加、昭６０庁訓４２・平２庁訓３８・平４庁訓３８・平１９庁訓１・一部改正）

附 則

この訓令は、昭和３６年９月１日から施行する。

（昭和３８年４月２５日庁訓第１８号）附 則

この訓令は、昭和３８年４月２５日から施行する。

（昭和４０年２月２６日庁訓第９号）（抄）附 則

この訓令は、昭和４０年２月２６日から施行し、昭和３９年９月１日から適用する。

（昭和６０年１２月２１日庁訓第４２号）（抄）附 則

１ この訓令は、昭和６０年１２月２１日から施行する。ただし、第２条の規定並びに第３条、第５

条、第１４条及び第１８条の規定中一般職の職員の給与に関する法律の題名を改める規定は、昭和

６１年１月１日から施行する。

２ この訓令（前項ただし書に規定する改正規定並びに第７条、第１３条、第１４条の別表第１から

別表第３まで及び第２６条の規定を除く。）による改正後の各訓令の規定は、昭和６０年７月１日

から適用する。

（平成２年１０月１日庁訓第３８号）附 則

この訓令は、平成２年１０月１日から施行する。

（平成４年４月１７日庁訓第３８号）附 則

１ この訓令は、平成４年４月１７日から施行し、改正後の俸給の訂正に関する訓令の規定は、同月

１日から施行する。

２ 俸給の訂正に関する訓令第１項の規定によりその者の俸給月額に係る昇給期間を短縮されている

職員が、防衛庁の職員の給与等に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成４年政令第１５２

号）附則第３項の規定の適用を受けた場合には、改正後の俸給の訂正に関する訓令第３項の規定中

「、第２項若しくは第３項又は第６条の７第１項若しくは第２項」とあるのは「若しくは第２項、
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第６条の７第１項若しくは第２項の規定又は防衛庁の職員の給与等に関する法律施行令の一部を改

正する政令（平成４年政令第１５２号）附則第３項」と、「第７号まで」とあるのは「第７号まで

又は防衛庁の職員の給与等に関する法律施行令の一部を改正する政令附則第３項」と読み替えて同

項の規定を適用する。

（平成６年８月２５日庁訓第４４号）附 則

この訓令は、平成６年９月１日から施行する。

（平成１８年３月３１日庁訓第６３号）（抄）附 則

（施行期日）

第１条 この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。

（平成１９年１月５日庁訓第１号）（抄）附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成１９年１月９日から施行する。

（平成１９年８月３０日省訓第１４５号）（抄）附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。


